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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第88期
第１四半期
連結累計期間

第89期
第１四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 16,022 18,152 64,359

経常利益 (百万円) 2,460 2,866 9,660

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,035 2,167 7,886

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △178 2,006 6,855

純資産額 (百万円) 84,988 92,510 91,247

総資産額 (百万円) 105,274 116,462 112,344

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 70.05 74.50 271.26

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.4 78.1 79.9
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

なお、当社は、平成29年７月28日開催の取締役会において、東洋ゴム工業株式会社グループの化工品事業（但し、

建築用免震ゴム事業を除く）を取得する事を決議し、同日付で、東洋ゴム工業株式会社の子会社である東洋ゴム化工

品株式会社が設立する新会社に対象事業を会社分割等により承継させた上で、当該新会社の株式を100%取得する株式

譲渡契約を締結いたしました。

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（重要な後発事象）」に記載の通りです。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

(1)経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の世界経済は、米国では個人消費が堅調に推移、また、雇用も着実に増加しており景

気は緩やかに拡大しました。欧州でも緩やかながら景気回復が続きました。また、中国や新興国でも一部で持ち直

しの動きがみられ、景気回復傾向にありました。また、国内経済も円安基調が定着し、輸出関連企業を中心に収益

改善が進み、個人消費も底堅く緩やかな景気回復基調が続きました。

当社グループの主要需要業界におきましては、国内は物流業界や半導体製造装置向けなどの需要が旺盛に推移し

ました。海外では、北米・中南米で自動車業界や物流業界向け等が堅調に推移し、アジア地区も半導体業界向けが

堅調に推移しました。

このような環境下、当社グループは中長期経営計画『V2020』に基づく施策を着実に実行してまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は、181億５千２百万円と前年同期比21億３千万円増(13.3%増)

となりました。損益面では、中長期経営計画達成の為の先行コストの負担があったものの、営業利益は13億６千３

百万円となり、前年同期比１億４千９百万円増(12.3%増)となりました。

また、経常利益については、持分法適用会社の業績が堅調に推移したため、28億６千６百万円と前年同期比４億

５百万円増(16.5%増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は21億６千７百万円と、前年同期比１億３千２百万円増

(6.5%増)となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりです。

①ベルト・ゴム製品事業

ベルト製品は、国内では、搬送用途や物流業界向けが堅調に推移しました。海外では、アメリカで物流業界向け

や軽搬送用の需要が堅調でした。中国では金融機関向けが低調でしたが、繊維機械向けが回復傾向でした。ゴム製

品は、工作機械用の需要が回復してきました。

以上の結果、売上高は64億６千５百万円となり、前年同期比２億７千２百万円増(4.4％増)となり、セグメント利

益（営業利益）も５億６千２百万円と前年同期比７百万円増(1.3％増)となりました。
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②ホース・チューブ製品事業

ホース・チューブ製品は、国内では、建設機械向けが回復し、半導体製造装置向けや排ガス規制に対応したSCR製

品が引き続き堅調でした。海外では、メキシコで自動車向けが引き続き伸張しました。メカトロ製品は、国内外と

もに堅調でした。

以上の結果、売上高は80億１千７百万円と前年同期比11億１千３百万円増(16.1％増)となり、セグメント利益

（営業利益）も８億２千６百万円と前年同期比１億２千万円増(17.1％増)となりました。

③その他産業用製品事業

空調製品は、新設物件は低調だったものの、メンテナンス需要が堅調でした。センサ製品は、一般工業用途が堅

調に推移しました。半導体・液晶関連業界向けの感温性粘着テープは、電子部材向け用途の需要が堅調でした。

また、平成29年５月18日に株式を取得した浪華ゴム工業株式会社の売上も堅調に推移しました。

以上の結果、売上高は26億９千９百万円と前年同期比７億１百万円増(35.1％増)となり、セグメント利益（営業

利益）は７千９百万円の営業損失と１千９百万円の改善となりました。

④不動産事業

売上高は２億４千３百万円となり、セグメント利益（営業利益）は１億１千万円と前年同期比５百万円増(5.0％

増)となりました。

⑤経営指導事業

経営指導の対象となる関連会社の売上が堅調に推移した結果、売上高は３億４千１百万円となり、セグメント利

益（営業利益）は２億８千６百万円と前年同期比４千４百万円増(18.5％増)となりました。

⑥その他

自動車運転免許教習事業や北海道における山林事業等で構成されるその他の事業の売上高は３億８千５百万円と

なり、セグメント利益（営業利益）は８千１百万円となりました。

 

(2)財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較し41億１千７百万円増加し、1,164億６

千２百万円となりました。流動資産は、現金及び預金は減少したものの、受取手形及び売掛金やその他流動資産が

増加したことから、前連結会計年度末と比較し、33億３千３百万円増の639億１千３百万円となりました。固定資産

は、前連結会計年度末と比較し、７億８千４百万円増加し、525億４千９百万円となりました。

負債合計は、前連結会計年度末と比較し28億５千４百万円増加し、239億５千１百万円となりました。

純資産合計は、前連結会計年度末と比較し12億６千２百万円増加し、925億１千万円となりました。主な要因は、

親会社株主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加です。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。なお、

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次のとおり

です。

（株式会社の支配に関する基本方針）

当社取締役会は、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社

の株式に対する大規模買付行為またはこれに類似する行為があった場合においても、一概にこれを否定するもので

はなく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の賛同を得ずに、一方的に大規模買付行為ま

たはこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。

当社の財務及び事業の方針を決定する者の在り方としては、当社の経営理念、経営指針、企業価値のさまざまな

源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係などを充分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価値ひいては株主共同

の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付行為またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事

業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。
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当社は、当社株式の大規模な買付行為がなされた場合において、これを受け入れるかどうかは、最終的には株主

の皆様のご判断に委ねられるべきものであるという考えから、平成19年６月26日開催の第78期定時株主総会におい

て、買収防衛策の導入は株主総会の決議で定めることができるとする定款変更を行いました。また、同時に買収防

衛策の内容についても株主の皆様にお諮りし、ご承認いただいております。その後、平成21年６月25日開催の第80

期定時株主総会及び平成24年６月26日開催の第83期定時株主総会において、その内容を一部改定の上継続致しまし

た。さらに、平成27年６月24日開催の第86期定時株主総会において、中長期経営計画『Ⅴ２０２０』第２フェーズ

の期間に合わせて継続しております。本買収防衛策におきましては、当社取締役会が株主総会を招集し、大規模買

付行為に関する株主の皆様の意思を確認できること、および、当社取締役会が法令の改正に伴い、独立委員会の承

認を得たうえで、本買収防衛策を修正しまたは変更する場合があることをそれぞれ明記しておりますが、その実質

的内容は変更ありません。

なお、その概要は次のとおりであります。

議決権割合が20％以上となるような当社株式の大規模買付行為を行おうとする者（当社取締役会が同意したもの

を除く）に対し、①事前に大規模買付者の概要、買付目的、買付価格の根拠及び経営方針などに関する必要かつ十

分な情報を当社取締役会に提出すること、②当社取締役会による当該大規模買付行為に対する評価期間が経過した

後に大規模買付行為が開始されるべきであること、とするルールを設定し、このルールが遵守されない場合には、

株主利益の保護のため、対抗措置として新株予約権の無償割当を行う可能性があることといたしました。

また、大規模買付ルールが遵守された場合でも、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を著しく損なうと判断される場合には、例外的に、取締役の善管注意義務に基づき、前記の対抗措置をとることも

あるとしております。

なお、公正を期するため、大規模買付行為に対して、取締役会が講じる措置の是非を検討し、取締役会に勧告す

る機関として、当社の社外取締役及び社外監査役及び補欠監査役による独立委員会を設置しております。

 

(4)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、４億５千５百万円であります。なお、

当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,272,503 30,272,503
東京証券取引所
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。
単元株式数は100株でありま
す。

計 30,272,503 30,272,503 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 30,272,503 ― 8,060 ― 7,608
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式

1,014,500
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,249,200
292,492 ―

単元未満株式
普通株式

8,803
― ―

発行済株式総数 30,272,503 ― ―

総株主の議決権 ― 292,492 ―
 

(注) １．「完全議決権株式（その他）」欄には、従業員持株ＥＳＯＰ信託の信託財産として保有する当社株式

154,800株（議決権の数1,548個）及び証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権50個）を含めており

ます。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式69株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ニッタ株式会社

大阪市浪速区桜川
４－４－26

1,014,500 ― 1,014,500 3.35

計 ― 1,014,500 ― 1,014,500 3.35
 

(注) 従業員持株ＥＳＯＰ信託の信託財産として保有する当社株式は、上記の自己保有株式には含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 24,977 24,538

  受取手形及び売掛金 16,966 17,852

  電子記録債権 3,859 4,700

  有価証券 6,000 6,000

  たな卸資産 6,597 6,975

  繰延税金資産 684 838

  その他 1,534 3,045

  貸倒引当金 △38 △38

  流動資産合計 60,580 63,913

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 10,642 11,569

   機械装置及び運搬具（純額） 4,182 4,279

   工具、器具及び備品（純額） 782 799

   土地 2,650 3,187

   建設仮勘定 978 613

   その他（純額） 140 174

   有形固定資産合計 19,376 20,623

  無形固定資産 533 536

  投資その他の資産   

   投資有価証券 30,555 29,973

   長期貸付金 55 5

   退職給付に係る資産 258 266

   繰延税金資産 107 279

   その他 932 919

   貸倒引当金 △54 △54

   投資その他の資産合計 31,854 31,389

  固定資産合計 51,764 52,549

 資産合計 112,344 116,462

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 11,307 10,957

  電子記録債務 654 1,081

  短期借入金 - 238

  未払法人税等 450 515

  賞与引当金 939 1,493

  その他 1,895 2,251

  流動負債合計 15,247 16,539

 固定負債   

  長期借入金 499 1,382

  繰延税金負債 833 1,194

  役員退職慰労引当金 39 -

  退職給付に係る負債 3,403 3,708

  その他 1,073 1,126

  固定負債合計 5,849 7,412

 負債合計 21,097 23,951
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,060 8,060

  資本剰余金 7,873 7,873

  利益剰余金 73,624 75,031

  自己株式 △1,919 △1,902

  株主資本合計 87,639 89,063

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,258 2,704

  為替換算調整勘定 38 △721

  退職給付に係る調整累計額 △143 △119

  その他の包括利益累計額合計 2,152 1,863

 非支配株主持分 1,455 1,583

 純資産合計 91,247 92,510

負債純資産合計 112,344 116,462
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 16,022 18,152

売上原価 11,495 13,249

売上総利益 4,526 4,903

販売費及び一般管理費 3,312 3,539

営業利益 1,214 1,363

営業外収益   

 受取利息 12 14

 受取配当金 57 64

 業務受託料 78 69

 持分法による投資利益 1,279 1,419

 為替差益 - 1

 その他 19 22

 営業外収益合計 1,447 1,592

営業外費用   

 支払利息 1 6

 業務受託費用 89 65

 為替差損 104 -

 その他 5 18

 営業外費用合計 201 90

経常利益 2,460 2,866

特別利益   

 固定資産売却益 3 2

 受取保険金 12 -

 特別利益合計 16 2

特別損失   

 固定資産売却損 1 0

 固定資産除却損 0 2

 造林圧縮損 9 -

 投資有価証券評価損 9 -

 特別損失合計 21 2

税金等調整前四半期純利益 2,455 2,866

法人税、住民税及び事業税 470 780

法人税等調整額 △114 △171

法人税等合計 356 608

四半期純利益 2,098 2,257

非支配株主に帰属する四半期純利益 63 89

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,035 2,167
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 2,098 2,257

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △191 457

 為替換算調整勘定 △731 △145

 退職給付に係る調整額 24 22

 持分法適用会社に対する持分相当額 △1,378 △584

 その他の包括利益合計 △2,277 △250

四半期包括利益 △178 2,006

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △198 1,878

 非支配株主に係る四半期包括利益 20 127
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当社は、当第１四半期連結会計期間において、株式取得により浪華ゴム工業株式会社を子会社化したことに伴

い、同社を連結の範囲に含めております。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
 
 
 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日)

減価償却費 435百万円 479百万円

のれんの償却費 4 4
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 
決議 株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 819 28 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
 

(注)　平成28年６月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金５百

万円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

 
決議 株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 760 26 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金
 

(注)　平成29年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金４百

万円が含まれております。
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２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
（注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額
(注)３

ベルト・
ゴム製品
事業

ホース・
チューブ
製品事業

その他
産業用
製品
事業

不動産
事業

経営指導
事業

計

売上高           

  外部顧客への
  売上高

6,193 6,903 1,998 241 292 15,629 392 16,022 ― 16,022

  セグメント間
  の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 11 48 60 35 95 △95 ―

計 6,193 6,903 1,998 253 341 15,690 427 16,117 △95 16,022

セグメント利益又
は損失（△）

555 705 △99 105 242 1,508 113 1,622 △407 1,214
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車運転免許教習事業、山林事

業、畜産事業、業務受託、人材派遣事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△407百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セグメントに

反映していない全社費用407百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親

会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
（注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額
(注)３

ベルト・
ゴム製品
事業

ホース・
チューブ
製品事業

その他
産業用
製品
事業

不動産
事業

経営指導
事業

計

売上高           

  外部顧客への
  売上高

6,465 8,017 2,699 243 341 17,767 385 18,152 ― 18,152

  セグメント間
  の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 11 49 61 35 96 △96 ―

計 6,465 8,017 2,699 254 391 17,828 420 18,249 △96 18,152

セグメント利益又
は損失（△）

562 826 △79 110 286 1,706 81 1,788 △424 1,363
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車運転免許教習事業、山林事

業、畜産事業、業務受託、人材派遣事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△424百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セグメントに

反映していない全社費用△424百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 70円05銭 74円50銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 2,035 2,167

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(百万円)

2,035 2,167

   普通株式の期中平均株式数(千株) 29,056 29,099
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 ２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益

金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり四半期純利

益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期連結累計期間202千株、当第１四

半期連結累計期間158千株であります。
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(重要な後発事象)

(株式取得による企業結合)

当社は、平成29年７月28日開催の取締役会において、東洋ゴム工業株式会社グループの化工品事業（但し、

建築用免震ゴム事業を除く）を取得することを決議し、東洋ゴム工業株式会社の子会社である東洋ゴム化工品

株式会社が設立する新会社に対象事業を会社分割等により承継させた上で、当該新会社の株式を100%取得する

株式譲渡契約を締結いたしました。

 
１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 事業の内容

東洋ゴム加工品株式会社 ゴム・樹脂加工品製造、販売、卸

綾部トーヨーゴム株式会社 樹脂加工品製造

福島ゴム株式会社 ゴム・樹脂加工品製造
 

 
(2)企業結合を行う主な理由

①中長期経営計画「V2020」のビジョン実現

当社は中期経営計画「V2020」における2020年ビジョンとして、「ソフトマテリアル”複合化技術”

のグローバルNo.1パートナー」を掲げ、「新事業・新製品創出」を重要テーマとして全社で取り組んで

おり、本件は、当社にとって以下の観点から「V2020」のビジョン実現に意義あるものと判断しまし

た。              

・新たな高機能製品による、成長市場での新事業分野の確立

・当社新製品創出につながる、コア技術の更なる深化

・当社事業領域の拡大による、収益基盤の更なる強化

②当社既存事業とのシナジーによる対象事業の効果的な拡大

当社既存事業と対象事業は技術プラットフォームが近く、また、当社既存事業と親和性の高い一般産

業分野でシナジー効果が期待でき、以下の観点から対象事業の更なる発展に有益であると判断しまし

た。

・当社とゴムや樹脂などの基礎技術や製法が近く、連携による研究開発やものづくりの強化

・当社連携による既存ルートへの販売強化

・当社の海外拠点の活用による対象事業のグローバル展開

・当社製品とのプロダクトミックスによる提案力の強化

 
（3）企業結合日

平成29年12月27日       株式譲渡日（予定）

 
（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 
（5）取得する議決権比率

100％

 
（6）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

 
２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 3,700百万円（概算）

取得原価  3,700百万円（概算）
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成２９年８月９日

ニッタ株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   前 川 英 樹       印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   入 山 友 作       印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニッタ株式会社

の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成２９年４月１日か

ら平成２９年６月３０日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニッタ株式会社及び連結子会社の平成２９年６月３０日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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